
素材生産事業体における人材育成の取組に関する調査

東北森林管理局 販 売 課 ○畠山 悟

販 売 課 後藤昭吾

森林整備部 細田雄一

１ はじめに

我が国の森林・林業の活性化を図るためには、森林・林業再生プランに掲げられてい

る目標達成に向けた林業生産性向上の取組が必須であり、その中でも高効率な作業シス

テムを行う現場技術者の確保・育成が重要な課題になっています。

また、現場技術者の確保・育成は林業界のみならず多くの産業における共通の課題で

あると認識しており、素材生産事業体においても、現場技術者の確保・育成に向け、今

後、積極的な取組が必要であると考えます。

しかしながら、これまで各事業体の事業内容等が広く調査され、考察されたことはな

かったことから、今回、関係団体の協力を得て、素材生産における現場技術者の育成等

に関するアンケート調査を行い、その調査結果を考察するとともに、関係団体及び各事

業体に周知を図り、今後の取組を促す契機とするものです。

２ 調査方法

アンケート調査は、東北森林管理局管内（東北５県）で立木販売・素材生産を行って

いる３１１の事業体や森林組合へアンケートを送付しました。

アンケートの内容は、

(1) 事業体の概要

(2) 現場技術の傾向

(3) 現場職員の処遇

(4) 現場職員の能力向上の取組状況

(5) 事業体の取組事例

についてとしました。

集計では未回答があり、設問毎の回答数に若干のバラツキは見られるものの、５３％

に当たる１６６社から回答を得たので、このデータを分析することにしました。

（列状間伐） （壊れにくい作業路作設）



３ 調査内容と分析結果

(1) 事業体の概要

平成２１年度の年間素材生産規模（図

１－１)は、千～５千 m3 未満が６１社

（３８％）、５千～１万 m3 未満４２社

（２６％）になり１万 m3 未満が１１４

社（７０％）を占め、規模の小さい事業

体が多い結果になりました。

１社当たりの平均（図１－２）は、

８．８千 m3 になり、県別では秋田県で

１２．7 千 m3 と事業規模が大きい結果に

なりました。

次に、素材生産に従事する現場職員数

(図２)は、６～９人が６０社（３６％）、

１０～１９人が５０社（３０％）、５人

以下が４３社（２６％）になり、県別で

見ると、山形県・岩手県・宮城県では５

人以下の事業体が多く、秋田県・青森県

で６人以上の事業体が多い結果になりま

した。

年齢構成は図３のとおりですが、平成

１６年の厚生労働省の調査によると５０

歳以上が全体の６３％を占めていたもの

が、今回の調査では総数１，６２３人中

５０歳以上は９１４人（５６％）と若干

改善されています。また、１０～２０歳

代の現場職員が１７０人雇用されている

ことは、世代交代や高性能林業機械のオ

ペレーターの養成・確保対策に向けての

ものと思われます。

(2) 現場技術の傾向

平成２１年度の生産性(図４)の平均は

一日一人当たり４．７５ m3 になり、県

別では秋田県で５．４７ m3 と最も生産

性が高い結果になりました。秋田県で生

産性が高い理由としては、規模の大きな

事業体が多いこと、素材のほとんどがス

ギであること、国有林の素材生産請負量

が多いこと等が要因と思われます。

図２　現場職員数（１６５社）
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図３　年齢構成(１６２３人)
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図４　Ｈ２１生産性(１５２社)
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図１-1　Ｈ２１年間素材生産量(１６２社)

11

61

42

18 15
9 6

0

10

20

30
40

50

60

70

千

m

3

未

満

m

3

未

満

千

～

５
千

m

3

未

満

５
～

１

０
千

千

m

3

未

満

１

０
～

１

５

千

m

3

未

満

１

５
～

２

０

千

m

3

未

満

２

０
～

３

０

以

上

３

０
千

m

3

事
業

体
(社

)

図１－２　県別一社当たりの素材生産量

8.8 8.9
7.8

6.2

12.7

5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

平均 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県

数
量

（
千

m
3
）



また、平成２２年度は、平成２１年度

実績の１０％～２０％程度アップを目標

にしている事業体が数多くありました。

高性能林業機械の保有台数(図５－１．

５－２)は、全体ではプロセッサ１１１台

・ハーベスタ７９台・フォワーダ２５７

台になり、一社当たり２．７１台の保有

になっています。

県別では秋田県で３．８１台と最も保

有台数が多く、山形県が１．８５台と最

も少ない結果となりました。高性能林業

機械の中でも、ハーベスタの導入が急速

に進んでいることが分かりました。

アンケートでは、生産性の向上を目指

し高性能林業機械の導入を積極的に取り

組んでいることがうかがえるものの、生

産性の向上（図６）については、「あまり

変わらない」が８３社（５１％）になっ

ており、期待どおりの成果が上がってい

ない状況もうかがえます。

なお、県別では秋田県の多くの事業体

が高性能林業機械の導入による生産性向

上の成果が上がっていますが、他の県で

は取組を進めている事業体がある一方で、

取組に消極的な事業体があることも分かり

ました。

(3) 現場職員の処遇

現場職員の採用者数(図７－１、７－２)

は４３６人になり、緑の雇用担い手対策事

業の効果によるものと考えられます。３年

間の採用者の一社当たり平均は、２．６９

人になり、県別では青森県（３．６８人）

・宮城県（３．５２人）で多く、岩手県

（１．８１人）・山形県（１．２６人）で

少い結果になりました。また、採用内容は

中途採用が４７％、一般募集が４２％、新

卒者については１２％になりました。

図５－１　機械保有台数(１５２社)
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図６　生産性の向上(１６３社)

62

83

18

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

よく向上している あまり変わらない 低下している

事
業

体
(社

)

図５－２　一社当たりの県別保有台数
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図７－１　Ｈ１９～２１現場職員の採用
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図７－２　Ｈ１９～２１県別採用
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常時勤務している現場職員のうち最

も年収の高い職員(図８－１)は、「年

収３００万円台」が７６社（４８％）

になり、最も年収の低い職員(図８－２)

は、「年収２００万円台」が８９社

（５４％）になり、県別では、岩手県

で最も年収が高い職員及び最も年収が

低い職員とも「年収２００万円未満」

の事業体数が多い結果になりました。

「民間給与実態調査」によると、業

種別サラリーマンの平均年収は４００

万円台、「化学工業・金属機械工業等」

で５００万円台、「農林水産・鉱業」

で３００万円程度となっていますが、

管内の事業体の平均年収は３００万円

を下回る状況ではないかと思われます。

(4) 現場職員の能力向上の取組状況

事業実行に当たっての問題点(図９)

としては「現場職員の高齢化」が７８

社(４８％)、「機械の購入」が７３社

(４５％)、「生産性の向上」が６６社

(４０％)になり、その他では事業量確

保・資金不足・機械修繕費等という結

果になりました。

現場職員に不足している技能(図

１０)は、「機械オペレーター」が６５

社(５５％)、「路網・作業システム」

が５６社(４７％)、「チェーンソー伐

倒・造材」が４４社(３７％)という結

果になりました。

能力向上の取組を行っている事業体

は８０％、能力向上に特に取り組んで

いない事業体は２０％という結果にな

り、能力向上の取組を行っている事業

体の取組内容(図１１)としては、「資

格取得」が８１％、「外部研修・講習」

が７１％と多く、「ＯＪＴ」は２６％

と低い取組結果になりました。

図８－１　最も年収の高い現場職員(１５８社)
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図８－２　最も年収の低い現場職員(１６４社)
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図９　事業実行の問題点(１６４社)
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図１０　不足している技能(１１９社)
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図 １ １ 　 資 格 取 得 の 取 組
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また、能力向上に特に取り

組んでいない理由(図１２)と

しては、「人材育成を行う時

間がない」が４６％、「指導

する人材が不足している」が

３９％という理由になりまし

た。

今後必要と思われる取組

(図１３)は、「機械オペレー

ター、路網・作業システム」

が各９０社(５５％)、「安全

対策」が８７社(５３％)とい

う結果になりました。

(5) 事業体の取組事例

事業体の取組事例(図１４)

は８２社から回答があり、取

組内容としては「安全対策」

が２９社（３５％）、「資格取

得」が１７社（２１％）、「若

手職員の採用・人材育成によ

る技術力の向上」が１６社

（２０％）になっています。

３０歳未満の若手現場職員が

１７０人就労（図３）してい

ることを考えあわせ、林業未

経験者育成のための取組が活

発になっていると考えられま

す。

東北森林管理局では、これ

まで列状間伐・高性能林業機

械・低コスト路網を柱とする

効率的な作業システムの定着

に向けた現地検討会を継続的

に開催しており、その効果も

あって、多くの事業体の取組

事項になっていると考えられ

ます。また、その他として、事業量確保による通年雇用対策、ＧＰＳ活用(路網作設)、

給与・休暇等の処遇改善、機械の修繕費縮減、間伐木の選木等の取組などが行われて

いるようです。

図１２　資格取得に取組んでいない理由
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図１３　今後必要と思われる取組(１６３社)
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図 １ 4 　 事 業 体 の 取 組 事 例 ( ８ ２ 社 )
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４ 考察

今回のアンケート調査で、多くの事業体で人材確保や高性能林業機械の導入を進め、

高効率作業システムの推進に取組んでいることが分かったものの、企業体質を改善し、

より優良な事業体を目指すには、事業量の確保が大きな課題になっていることも推測さ

れ、事業の拡大や安定的な発注が必要であると認識したところです。

また、林業労働者の高齢化対策や高効率作業システム等を採用しているにもかかわら

ず、期待どおり生産性が向上していないこと、低水準な賃金等の問題が明らかになった

ことから、

(1) 民国連携した事業量の調整による通年雇用

(2) 事業量の安定かつ早期発注

(3) 低コスト化に向けた事業箇所の団地化・路網整備

(4) 技能向上に向けた現地検討会の実施

(5) 各種の資格取得やＯＪＴに関する情報提供

などを実施することで、事業体の体質強化、林業労働者の確保・処遇改善、教育環境の

充実、林業技術者の育成を実現し、森林・林業再生プランの目標である木材自給率５０

％の大元となる林業事業体の育成・整備が図られるものと考えられます。

（高性能林業機械による作業）


